
5.8
36 - - - - 0.0

06020200 市民満足につながる行政改革の推進
幸

滝沢市で幸せに暮らしている人の割合
4

62 64 66 68 70 -
福 ％ 61

57.6 - - - - 0.0

06020300 新たな価値創造のための連携の推進
暮

連携事業の取組数
5 ら

10 11 13 15 16 -
し 件 9

9 - - - - 0.0

政    策 :
基本施策 :

主管課長職・氏名

関係課長職・氏名

１．基本施策の実現状況を明らかにする
(１) 基本施策が４年間でめざす姿

(２) 基本施策目標値の達成状況
基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No この基本施策に関わる基本施策目標指標
進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

(３) 基本施策を構成する施策及び目標値の達成状況
施 策 名 基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No
施 策 目 標 指 標 進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位

様式Ｂ 最終更新日：平成28年04月21日 1頁

前期基本計画 平成２８年度 基本施策方針書

０６ 総合計画の認知度を高め行財政基盤の確立を目指します
０２ 住民自治につながる総合計画の確実な推進

企画政策課長  熊谷和久

行政の情報を積極的に、かつ分かりやすく伝えることにより、市民と行政が情報を共有し相互理解が図られ、総合計画の認

知度と活用度を高める仕組みを構築し、市民が地域のことを自ら考え、行動する「住民自治」の活動が全市域に広がるよう

、政策・施策が確実に展開されている姿をめざします。

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

暮 総合計画を知っている人の割合

1 ら 20 30 40 50 55 -
％ 13.5

し 15.7 - - - - 0.0

幸 滝沢市で幸せに暮らしている人の割合

2 62 64 66 68 70 -
％ 61

福 57.6 - - - - 0.0

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

06020100 総合計画に基づく政策の推進
暮

総合計画を知っている人の割合
1 ら

20 30 40 50 55 -
し ％ 13.5

15.7 - - - - 0.0

06020100 総合計画に基づく政策の推進
幸

滝沢市で幸せに暮らしている人の割合
2

62 64 66 68 70 -
福 ％ 61

57.6 - - - - 0.0

06020200 市民満足につながる行政改革の推進
暮

滝沢市の行政サービスは良いと感じている人の割合
3 ら

40 42 43 45 46 -
し ％ 3



政    策 :
基本施策 :

主管課長職・氏名

関係課長職・氏名

(３) 基本施策を構成する施策及び目標値の達成状況
施 策 名 基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No
施 策 目 標 指 標 進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位

様式Ｂ 最終更新日：平成28年04月21日 2頁

前期基本計画 平成２８年度 基本施策方針書

０６ 総合計画の認知度を高め行財政基盤の確立を目指します
０２ 住民自治につながる総合計画の確実な推進

企画政策課長  熊谷和久

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

06020300 新たな価値創造のための連携の推進
幸

身に付けた知識や技術を仕事や趣味の場で生かせる機会があると感じている人の割合
6

40.5 42 43.5 45 46 -
福 ％ 39.5

40.4 - - - - 0.0

06020400 積極的なＰＲと対話による情報の共有
暮

広報たきざわを読んでいる人の割合
7 ら

80 80 80 81 81 -
し ％ 79.5

78.9 - - - - 0.0

06020400 積極的なＰＲと対話による情報の共有
幸

広報やインターネット等で、地域の情報を収集・発信している人の割合
8

24 26 28 30 32 -
福 ％ 23.2

26.5 - - - - 0.0



状

策と関連性が非常に強

況

く、住民自治の

深化を

分

目指し、市民主体によ

析

る地域づくりを進める

(

には、総合計画の認知

２

度と活用度を高め、そ

)

して各主体との連携に

 

よる

新たな価値の創造

基

と財源の確保に努める

本

必要があり、併せて積

施

極的なＰＲと情報の共

策

有を図ることが政策の

の

実現につながる

ものと

実

考えます。

基本施策で

現

ある「住民自治につな

に

がる総合計画の確実な

影

推進」を進めるために

響

は、地域づくりを支援

す

する職員が総合計画を

る

理解する必要があり、

社

その趣旨を踏まえて、

会

担当する行政サービス

環

が個々に展開されるこ

境

とが必要です。まずは

変

、担当する

事務事業と

化

市の方針、法令の規定

(

を確認し、各部におけ

３

る事務事業の優先順位

)

を付すことにより、職

 

員が事務事業の優先順

政

位を考える仕組みの定

策

着を図ります。併せて

と

、総合計画の推進課と

の

して、重点事業の指定

関

を総合計画への寄与度

連

に基づき指

定し、職員

性

のみならず、市民への

３

公開を検討します。ま

．

た、市民主体の地域づ

基

くりを進めるために、

本

総合計画の趣旨をＰＲ

施

し、認知度を高めるこ

策

とが必要であり、従来

の

行っているパンフレッ

実

トの配布や広報紙、ホ

現

ームページ等の活用と

に

地域懇談会

等の開催に

向

加え、関係機関、各種

け

メディアとの積極的な

て

連携による市民の目に

の

触れる総合計画のＰＲ

取

に取り組みます。

(２

り

) 基本計画期間内の

組

取り組みと方針のうち

み

、平成28年度の重点

を

課題
住民自治につなが

決

る総合計画を確実に推

定

進するためには、市民

す

に総合計画を知っても

る

らい理解してもらうこ

(

とが最重要課題

であり

１

ます。現在市民の認知

)

度が13.5％である

 

ことからこの認知度を

基

高めるために、企画政

本

策課が所管する4つの

施

施策すべ

てで、「幸せ

策

の特等席滝沢」をキャ

の

ッチコピーとした、職

達

員と市民の目に触れる

成

新しい取組を具体化し

（

ます。また、総合計

画

実

の分野別計画として「

現

滝沢市まち・ひと・し

）

ごと創生総合戦略」を

に

平成27年度に策定し

向

たことから、地方創生

け

に向けた具

体的な取組

た

についても、盛岡広域

基

都市圏との連携も含め

本

、総合計画の推進と一

計

体となって進めてまい

画

ります。

(３) 基本

内

計画期間及び平成28

の

年度重点課題に基づく

取

優先順位の考え方
基本

り

施策のめざす姿を実現

組

するためには、総合計

み

画と市長方針に基づく

と

政策、施策の方針展開

方

について積極的にＰＲ

針

し理解

を図る必要があ

様

り、これらの周知を図

式

る取組を優先的に進め

Ｂ

ていきます。

最終更新日：平成28年04月21日 3頁

前期基本計画 平成２８年度 基本施策方針書

０６ 総合計画の認知度を高め行財政基盤の確立を目指します
０２ 住民自治につながる総合計画の確実な推進

企画政策課長  熊谷和久

行政情報を積極的にかつ分かりやすく伝えるために、総合計画の基本構想を中学生が理解できるパンフレットを岩手県立大

学生等の協力を得て作成し、平成27年4月に全戸配布しています

政

。さらに、総合計画の

 

内容を掘り下げた概要

 

版を平成28年2

月に

 

全戸配布し、総合計画

 

の周知に努めています

策

。また、市民と行政の

:

情報の共有については

基

、広報やホームページ

本

以外に

、第5次滝沢市

施

総合計画以来10年間

策

実施した地域社会アン

:

ケートや、全自治会を

主

回る市政懇談会などに

管

より、市民の声を聴

き

課

、行政の情報を説明す

長

るチャンネルを設け、

職

継続しています。「住

・

民自治」の活動が全市

氏

域に広がることを目指

名

し、自治

基本条例から

関

市域全体計画及び地域

係

別計画に至る、市民が

課

一体となって自治への

長

取組を進められる仕組

職

みが第1次滝沢市総

合

・

計画にて出来上がって

氏

いることから、その仕

名

組みを活かし、総合計

２

画の認知度を上げてい

．

く必要があります。

社

基

会環境の環境の変化と

本

しては、少子高齢化に

施

よる地域密着人口の増

策

加に対応した、幸福感

の

、暮らしやすさの方向

実

性を明示

することが求

現

められていることから

に

、地方分権の進展と新

向

たな広域連携や国の地

け

方創生の動きなどを踏

て

まえ、本市の特色を

生

の

かした人々が集い活気

現

あふれる市に向けた政

状

策の推進が必要となっ

を

ています。また、昨今

認

の国際情勢を背景とし

識

た国の防

衛大綱や中期

す

防衛力整備計画による

る

自衛隊組織の再編が、

(

駐屯地周辺の環境や国

１

から市への交付金など

)

に与えることから、

国

 

の動向を注視しながら

基

、駐屯地の現状維持に

本

ついての要望活動を岩

施

手山中演習場周辺市連

策

絡協議会により継続し

目

て進める

必要がありま

標

す。

政策である「総合

の

計画の認知度を高め行

進

財政基盤の確立を目指

捗

します」は、本基本施



政    策 :
基本施策 :

主管課長職・氏名

関係課長職・氏名

(４) 所管施策別事業計画表
施    策    別    事    業    費    計    画    額

No 施 策 名
４ヵ年計

前 年 度 比 較 (%)

様式Ｂ 最終更新日：平成28年04月21日 4頁

前期基本計画 平成２８年度 基本施策方針書

０６ 総合計画の認知度を高め行財政基盤の確立を目指します
０２ 住民自治につながる総合計画の確実な推進

企画政策課長  熊谷和久

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

06020100  総合計画に基づく政策の推進
1

1,117 1,566 △28.7 1,117 3,525 1,117 6,876

06020200  市民満足につながる行政改革の推進
2

0 0 0.0 0 0 0 0

06020300  新たな価値創造のための連携の推進
3

450 1,020 △55.9 450 450 450 1,800

06020400  積極的なＰＲと対話による情報の共有
4

18,443 728,711 △97.5 245,128 18,443 18,443 300,457


